
１． 貸 借 対 照 表

２． 損 益 計 算 書 

３． 個 別 注 記 表

第 ２８ 期　　決 算 公 告

２０２３　年　　４　月　　１日から

２０２４　年　　３　月　３１日まで

ＯＴＮｅｔ株式会社



ＯＴＮｅｔ株式会社

(単位：千円)

金　額 金　額

流動資産 4,661,191 流動負債 1,561,917

現 金 及 び 預 金 503,856 買 掛 金 119,480

売 掛 金 1,129,558 未 払 金 851,576

貯 蔵 品 157,747 未 払 費 用 58,954

関係会社短期貸付金 2,701,313 未 払 法 人 税 等 224,348

前 払 費 用 131,700 リ ー ス 債 務 38,743

そ の 他 44,389 前 受 金 129,057

貸 倒 引 当 金 △ 7,375 賞 与 引 当 金 88,256

そ の 他 51,499

固定資産 7,930,370

有形固定資産 7,433,819 固定負債 639,656

建 物 157,167 リ ー ス 債 務 5,837

構 築 物 4,245,433 長 期 前 受 金 252,275

機 械 及 び 装 置 2,604,899 退 職 給 付 引 当 金 381,542

工具、器具及び備品 50,966

リ ー ス 資 産 41,639 2,201,573

建 設 仮 勘 定 333,713

株主資本 10,389,987

無形固定資産 93,650 資本金 1,184,272

施 設 利 用 権 18,052 資本剰余金 484,272

そ の 他 75,598 資本準備金 484,272

利益剰余金 8,721,443

投資その他の資産 402,900 利益準備金 8,398

投 資 有 価 証 券 20 その他利益剰余金 8,713,045

長 期 前 払 費 用 104,231 繰越利益剰余金 8,713,045

繰 延 税 金 資 産 296,437

破 産 更 生 債 権 等 156

そ の 他 2,211

貸 倒 引 当 金 △ 156 10,389,987

12,591,561 12,591,561

貸　借　対　照　表

２０２４年 　３月　３１日現在

（資 産 の 部） （負 債  の 部）

科　目 科　目

（純 資 産 の 部）

資 　産 　合 　計 負　債 ・ 純　資　産　合　計

負 　債　 合　 計

純　 資 　産　 合　 計



ＯＴＮｅｔ株式会社

（単位：千円）

8,121,800                        

5,911,132                        

2,210,668                       

723,925                          

1,486,742                       

営　業　外　収　益

受 取 利 息 及 び 割 引 料 2,757                              

受 取 配 当 金 1,380                              

受 取 保 険 金 888                                

雑 収 入 4,195                              9,221                              

営　業　外　費　用

雑 支 出 133                                133                                

1,495,831                       

1,495,831                       

法人税､住民税及び事業税 376,918                          

法 人 税 等 調 整 額 △ 105,559 271,359                          

1,224,471                       

売 上 高

損　益　計　算　書

自　 ２０２３年　　 ４月　１日

至   ２０２４年　　 ３月３１日

科　　　　目 金　　　　額

当 期 純 利 益

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 利 益

経 常 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益



個別注記表
１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

その他有価証券

・市場価格のない株式等以外のもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）によっております。

・市場価格のない株式等

総平均法による原価法によっております。

 ② 棚卸資産（貯蔵品）の評価基準及び評価方法

総平均法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定)によっ
 

ております。

(2) 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産及び無形固定資産（リース資産を除く）

機械設備 定率法

機械設備以外の有形固定資産及び無形固定資産 定額法

主な耐用年数は以下のとおりです。

6年～45年

2年～27年

2年～15年

3年～27年

19年

社内における利用可能期間（5年）

(3) 引当金の計上基準

① 貸倒引当金は、売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金は、従業員の賞与支給に備えるため、支給対象期間に対応する支給見込額を計上してお

ります。

③ 退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務見込額に基づき計

上しております。
　

ソ フ ト ウ ェ ア

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

工具、器具及び備品

海 底 線 使 用 権



(4) 収益及び費用の計上基準

当社と顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を

充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

当社サービスは、主に電気通信事業の光ファイバ回線提供と、附帯事業のPC販売等から構成されております。

電気通信事業は主に法人ユーザへ光ファイバ回線を提供するデータ伝送サービス、コンシューマユーザへ

光ファイバ回線を提供するひかりゆいまーるサービス、FTTH事業者へ光ファイバ回線を提供するFTTH卸

サービスと、通信事業者の無線基地局へ光ファイバ回線を提供する業務受託サービスによって構成されて

おります。いずれも月額通信料および回線提供に伴う初期工事費用収入からなります。このうち、初期工事

費用収入を除いた収入については、履行義務が充足されるサービス提供時に収益計上しております。

また、初期工事費用収入の対価は契約時に前受けする形で受領しておりますが、残存率を基礎とした見積平

均契約期間にわたり、収益を認識しております。附帯事業は、PC販売と工事契約で構成されております。顧客

との販売契約に基づいて商品を引き渡す履行義務を負っております。当該履行義務は、商品を引き渡す

一時点において、顧客が当該商品に対する支配を獲得して充足されると判断し、引渡時点で収益を認識

しておりますが、工事の進捗部分について成果の確実性を合理的に測定できない工事契約について、

原価回収基準を適用して収益を認識しております。

なお、これらの取引の対価は、請求日から概ね翌月までに受領しております。

(5) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

消費税及び地方消費税の会計処理方法は、税抜方式によっております。

２. 会計方針の変更に関する注記

該当事項はありません。



３. 表示方法の変更に関する注記

該当事項はありません。

４. 貸借対照表等に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額
千円

千円

千円

千円

千円

計 千円
   

(2) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
　　     千円

千円

５. 損益計算書に関する注記

(1) 関係会社との取引高

イ．営業取引
千円

千円

千円

ロ．営業取引以外の取引
千円

千円営 業 外 費 用 5

売 上 原 価 623,132

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 141,588

営 業 外 収 益 6,199

短 期 金 銭 債 務 114,400

売 上 高 5,527,735

短 期 金 銭 債 権 3,554,809

建 物 379,355

構 築 物 12,459,649

機 械 及 び 装 置 6,422,780

工 具 、 器 具 及 び 備 品 224,537

リ ー ス 資 産 243,349

19,729,673



６. 株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の総数に関する事項

当事業年度の発行済株式数の種類及び総数　　　　　 　　　　

普通株式

(2) 配当に関する事項

① 配当金支払額

② 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

　2024年6月7日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとおり提案す

ることを予定しております。

1 . 配当金の総額 47,904千円

2 . 1株当たり配当額 1,500円

3 . 基準日 2024年3月31日

4 . 効力発生日 2024年6月20日

なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。

７. 税効果会計に関する注記

(1) 繰延税金資産の発生の主な原因は退職給付引当金、賞与引当金、貯蔵品、前受金等です。

8. リースにより使用する固定資産に関する注記

(1) ファイナンス・リース取引

該当事項はありません。

31,936 株

47,904 1,500 2023年6月20日2023年3月31日

効力発生日基準日株式の種類決　議

普通株式

配当金の
総額（千円）

1株当たり
配当額（円）

定時株主総会
2023年6月9日



９. 金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

①金融商品に対する取組方針

当社は、主に電気通信事業を行うための設備投資計画等に照らして、必要な資金を営業活動による現金

収入により調達しており借入金はございません。一時的な余資は親会社である沖縄セルラー電話株式会社

に対する短期的な貸付金に限定して運用しております。

②金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である売掛金及び未収入金並びに関係会社短期貸付金は、顧客及び取引先の信用リスクにさら

されております。当該リスクに関しては、当社の与信管理基準に則り、相手先ごとの期日管理及び残高管理

を行うとともに、主な取引先の信用状況を毎期把握する体制としております。

営業債務である買掛金や未払金、未払法人税等は、そのほとんどが１年以内の支払期日です。

リース債務は主に設備投資に係る資金調達を目的とした長期の取引であり、そのほとんどが固定金利で取

引を実施しております。

また、営業債務などの流動負債は、その決済時において流動性リスクにさらされますが、当社では、適時に

資金繰り計画を作成、更新するなどの方法により管理しております。

③金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することに

より、当該価額が変動することもあります。



(2) 金融商品の時価等に関する事項

2024年3月31日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のとおり

であります。なお、市場価格のない株式等（貸借対照表計上額20千円）は、下表には含めておりません。また、

現金及び預金、売掛金、関係会社貸付金、未払金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するこ

とから、注記を省略しております。

（単位：千円）

A．  破産更生債権等

　　　貸倒引当金(※)

B．  リース債務

(※)破産更生債権等に対して個別に計上している貸倒引当金を控除しております。

時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

   金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の 3 つのレベル

に分類しております。

  レベル 1 の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価

  レベル 2 の時価：レベル 1 のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した時価

  レベル 3 の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

  時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属す

  るレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

破産更生債権等

破産更生債権等については、個別に回収可能性を検討して回収不能見込額を貸倒引当金に計上して

いるため、その時価は、破産更生債権等から貸倒引当金を控除する方法により算定しており、レベル3

の時価に分類しております。

リース債務

これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、割引

現在価値法により算定しており、レベル2の時価に分類しております。

- - -

44,581 43,907 △674

（注）

156

△156

貸借対照表計上額 時　価 差　額



１０. 関連当事者との取引に関する注記

(1) 親会社及び法人主要株主等

（単位：千円、％、名）

役員の
兼任等

事実上の
関係

資金の
貸付(注1)

2,702,752

貸付金の
回収(注1)

2,302,445

受取利息
(注1)

2,752

親会社
ＫＤＤＩ
株式会

社

東京都
千代田

区
141,852,000

電気通
信事業

間接
（77.52）

-
回線提供、
工事の受注

等
売上 1,120,174 売掛金 360,102

その他関
係会社

沖縄電
力株式
会社

沖縄県
浦添市

7,586,000
電気事

業
直接

（18.26）
2

回線提供、
工事の受注

等

雑収入
（注2）

3,447
未収入

金
0

(注1) 資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。なお、担保は受け入れておりません。
(注2) 雑収入は、その他関係会社からの光ファイバケーブル心線利用料の払戻金です。
(注3) 一般取引条件を参考にしております。
(注4) 取引金額には消費税は含めておりません。期末残高には、消費税を含めております。

(2) 兄弟会社等
（単位：千円、％、名）

役員の
兼任等

事実上の
関係

その他の
関係会
社の子
会社

株式会
社沖電

工

沖縄県
那覇市

130,143 建設業
直接

（1.75）
-

設備の構築、
商品の販売

通信設備設
置工事等の
支払（注1）

284,638 未払金 36,494

(注1) 一般取引条件を参考にしております。
(注2) 取引金額には消費税は含めておりません。期末残高には、消費税を含めております。

１１. １株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(2) １株当たり当期純利益　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　 

325,337円79銭

38,341円43銭

科　目 期末残高

議決権
の所有
割合

（被所有
割合）

関係内容

取引の
内容

取　引
金　額

2

資金の
貸付、

回線提供等

種　類
会社等
の名称

所在地
資本金又は

出資金
事業の
内容

親会社

沖縄
セルラー

電話
株式会

社

沖縄県
那覇市

1,414,581
電気通
信事業

種　類
会社等
の名称

所在地
資本金又は

出資金
事業の
内容

議決権
の所有
割合

（被所有
割合）

2,701,313

売上 4,319,265 売掛金

関係内容

取引の
内容

取　引
金　額

科　目 期末残高

481,894

関係会
社短期
貸付金直接

（77.52）



１２. 重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

１３. 収益認識に関する注記

(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当社は、電気通信事業を営む単一セグメントであり、主要な顧客との契約から生じる収益を分解

した情報は、以下のとおりであります。

自
至 （単位：千円）

（注）電気通信事業営業収益は、データ伝送、ひかりゆいまーる、FTTH卸、業務受託
サービスが含まれており、附帯事業は、PC販売と工事契約で構成されております。

(2) 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

収益を理解するための基礎となる情報は、「１．重要な会計方針に係る事項に関する注記(4)（収

益及び費用の計上基準）」に記載した内容と同一であります。

(3) 顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに

当事業年度末において存在する顧客との契約から翌事業年度以降に認識すると見込まれる収

益の金額及び時期に関する情報

① 顧客との契約から生じた債権及び契約負債の残高等

顧客との契約から生じた債権及び契約負債の内容は、以下のとおりであります。

（単位：千円）

契約負債は、データ伝送、ひかりゆいまーる、FTTH卸、業務受託サービスにおける回線提供初

期工事収入であります。契約負債の増減は、主として前受金の受取り　（契約負債の増加）と、収

益認識（同、減少）により生じたものであります。当事業年度に認識された収益のうち、期首時点

の契約負債残高に含まれていた金額は、96,587千円であります。

　契約負債（期末残高）

1,120,491

331,073

　顧客との契約から生じた債権

　契約負債（期首残高）

372,695

2023年4月1日
2024年3月31日

当事業年度

7,792,242

329,558

　合計　 8,121,800

　電気通信事業収益

　附帯事業収益



② 残存履行義務に配分した取引価格

当社では、残存履行義務に配分した取引価格の注記にあたって実務上の簡便法を適用し、当初

に予想される契約期間が１年以内の契約について注記の対象に含めておりません。

残存履行義務に配分した取引価格の総額及び収益の認識が見込まれる期間は、以下のとおりで

あります。
（単位：千円）

１４. その他の注記

該当事項はありません。

合計　 372,695

当事業年度

　１年以内 120,419

　１年超２年以内 102,587

　３年超 69,466

　２年超３年以内 80,221


